
 

 

○吹田市既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、アスベストによる被害の未然防止を図るため、市内の既存の民間建築物（国、

都道府県、市町村等以外の者が所有する建築物をいう。以下同じ。）のアスベスト含有調査を実

施する当該建築物の所有者等に対し、予算の範囲内において、既存民間建築物アスベスト含有調

査補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者等） 

第２条 補助の対象となる者は、次項に規定する建築物の所有者（区分所有建物（建物の区分所有

等に関する法律（昭和37年法律第69号）第１条の規定に該当する建物をいう。以下同じ。）にあ

っては、管理組合（同法第３条に規定する団体をいう。以下同じ。））とする。 

２ 補助の対象となる建築物は、次の各号のいずれにも該当する民間建築物及び市長がアスベスト

含有調査の必要があると認める民間建築物とする。 

(１) 吹付けアスベスト又はアスベストを含有する吹付けロックウールが施工されているおそれ

がある建築物であること。 

(２) 建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により建築

主事の確認を受けて建築されたものであること。 

(３) アスベスト含有調査について、国、大阪府、市その他の公共団体又は公共的団体の補助金

等の交付を受けない建築物であること。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、アスベスト含有調査を実施

する事業のうち、市長が適当と認める事業とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象事業に要する費用の額（その額に1,000円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とし、250,000円を限度とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、補助対象事業の着手前に、市長が指定する期日まで

に、既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 付近見取図 



 

 

(２) 補助対象事業を行う場所の図面 

(３) 現況写真 

(４) 補助対象事業に要する費用の見積書 

(５) 法第６条第１項の確認済証の写し又は法第７条第５項の検査済証の写し（これらの書類を

提出できない場合は、法第６条第１項の規定による確認を受けた日又は同項の規定による工事

を完了した日を確認できる書類） 

(６) 登記事項証明書その他の申請に係る建築物の所有関係が確認できる書類 

(７) 所有者以外の者が居住し、又は使用している建築物（区分所有建物を除く。）にあっては、

当該居住し、又は使用している者の同意書 

(８) 区分所有建物にあっては、管理組合の規約及び補助対象事業の実施を決定した旨の議決書 

(９) その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、

既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付決定・変更交付決定通知書（様式第２号）により、

当該申請をした者に通知するものとする。この場合において、補助金の交付目的を達成するため

必要があると認めるときは、交付の決定について条件を付することができる。 

（申請の取下げ） 

第７条 前条の規定による交付決定の通知を受けた者（以下「補助決定者」という。）は、当該交

付決定の内容若しくはこれに付した条件に不服があるとき又は補助対象事業の実施が困難となっ

たときは、当該交付決定の通知を受けた日から原則として30日以内に、当該交付決定に係る申請

を取り下げることができる。この場合において、補助決定者は、補助金交付申請取下げ届出書を

市長に提出しなければならない。 

２ 前項後段の届出書の提出があったときは、当該申請に係る補助金の交付決定は、なかったもの

とみなす。 

（変更交付の申請等） 

第８条 補助決定者は、その後の事情変更により申請の内容を変更しようとするときは、既存民間

建築物アスベスト含有調査補助金変更交付申請書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。ただし、市長が軽微な変更と認めるときは、この限りでない。 

(１) 第５条各号に掲げる書類のうち当該変更に伴いその内容が変更されるもの 

(２) その他市長が必要と認める書類 



 

 

２ 市長は、前項の申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の交付決定の内容

を変更すべきものと認めるときは、既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付決定・変更交

付決定通知書により、当該申請をした補助決定者に通知するものとする。この場合においては、

第６条後段の規定を準用する。 

（実績報告） 

第９条 補助決定者は、補助対象事業が完了したときは、市長が指定する期日までに、既存民間建

築物アスベスト含有調査実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。 

(１) アスベスト含有調査結果報告書又はその写し 

(２) 補助対象事業に要した費用の支払を証する書類 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第10条 市長は、前条の報告書等の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、

交付すべき補助金の額を確定し、既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付額確定通知書（様

式第５号）により、補助決定者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第11条 前条の規定による交付額確定の通知を受けた補助決定者は、速やかに既存民間建築物アス

ベスト含有調査補助金交付請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（交付） 

第12条 市長は、前条の請求書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、

補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第13条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 

(１) 補助対象事業を中止したとき。 

(２) 偽りその他の不正な手段により補助金の交付を受けたとき又は受けようとしたとき。 

(３) 補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

(４) 第15条又は第16条後段の規定に違反したとき。 

(５) その他この要領に違反したとき。 

（補助金の返還） 



 

 

第14条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係

る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還をさせるものとする。 

（帳簿の整備等） 

第15条 補助決定者は、補助対象事業に係る支出を明らかにした帳簿を備え、当該支出について証

拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助対象事業完了後10年間保管しなければなら

ない。 

（報告の徴収等） 

第16条 市長は、必要があると認めるときは、補助決定者に対し、補助対象事業の実施状況につい

て報告を求め、又は職員に補助対象事業の実施状況について調査若しくは質問をさせることがで

きる。この場合において、補助決定者は、正当な理由がない限り、これらを拒んではならない。 

（指導及び助言） 

第17条 市長は、補助決定者に対し、必要に応じ補助対象事業に関する指導及び助言をすることが

できる。 

（委任） 

第18条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、都市計画部長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和３年11月24日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の日前に吹田市既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付要綱の規定によ

りなされた交付の申請、交付の決定その他の行為は、この要領の相当規定によりなされた交付の

申請、交付の決定その他の行為とみなす。 



 

 

（様式第１号） 

 



 

 

（様式第２号） 

 



 

 

（様式第３号） 

 



 

 

（様式第４号） 

 



 

 

（様式第５号） 

 



 

 

（様式第６号） 

 


